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資料１ 
 
国立研究開発法人水産研究・教育機構が実施するさけ・ますふ化放流

事業のあり方に関する関係者による検討会 

 

開催要領 

 

第１ 趣旨 

平成 30 年４月に水産庁と水産研究・教育機構（以下「機構」という。）が共同

で開催した「水産業の成長産業化を推進するための試験・研究等を効果的に実施す

るための国立研究開発法人水産研究・教育機構の研究体制のあり方に関する検討

会」において、外部有識者による提言が取りまとめられ、機構が行う個体群維持の

ためのさけ・ますふ化放流については、近年、施設の維持・更新の経費が増大して

研究開発予算を圧迫するようになっていることから、事業のあり方について、別途、

関係者による議論が必要であるとされた。 

一方で、近年の海洋環境の変化等により、さけ・ますの回帰率は大幅に低下して

おり、この問題に対応するためには、機構において環境変化に対応したふ化放流技

術の開発の強化や得られた成果の民間への普及等を実施していく必要があるが、現

在の体制のままでは、十分な対応ができない状況にある。 

また、機構が実施する個体群維持のためのさけ・ますふ化放流事業の実施に必要な

施設の維持・更新は、機構の運営費交付金と国の施設整備費補助金によっているが、

近年の厳しい財政状況の下で、従前どおりの放流の実施や施設維持が限界に来つつ

ある。 

このような現状を踏まえ、今後のさけ・ますふ化放流事業のあり方について、関

係者による検討が必要であるため、国立研究開発法人水産研究教育・機構が実施す

るさけ・ますふ化放流事業のあり方に関する関係者による検討会（以下「検討会」

という。）を開催する。 

 

第２ 検討会の構成 

１ 検討会は、別紙に掲げる委員をもって構成する。 

２ 委員は、非常勤とする。 

３ 委員の任期は、検討会が終了するまでとする。 

４ 検討会は、必要があると認めるときは、参考人の出席を求め、意見を聴くこ

とができる。 

５ 委員は、自身が出席できない場合に代理の者を出席させることが出来る。 

 

第３ 検討会の運営 

１ 検討会には、座長及び座長代理を置く。 

２ 座長は、委員の互選によって選任し、座長代理は、委員のうちから座長が指

名する。 

３ 座長は、検討会の議事を総括する。 



４ 座長代理は、座長を補佐するとともに、座長に事故があるときには、その職

務を代理する。 

 

第４ その他 

１ 会合は原則非公開とする。ただし、検討会が認める場合は、検討会の配付資

料及び議事録を公開することが出来る。 

２ 検討会の事務局（庶務）は、水産庁増殖推進部栽培養殖課及び水産研究･教

育機構経営企画課が共同で行う。 

３ 本要領に規定していない事項については、検討会に諮ってその取り扱いを決

定するものとする。 



国立研究開発法人水産研究･教育機構が実施する
さけ･ますふ化放流事業のあり方に関する関係者による検討会

第２回資料【論点整理】

1

事務局案資料２



【課題１】
さけ･ます資源の
変動要因

さけ･ますふ化放流事業の課題検討骨子（案）

【課題２】
さけ･ます類を
めぐる状況

【課題３】
個体群維持のた
めのふ化放流事
業の制約

水産研究･教育機構が実施するさけ･ますふ化放流事業やさけ・
ます研究の今後のあり方や配慮すべき事項等を取りまとめ

・これまでの議論等を踏まえ課題を整理
・ヒアリングや課題ごとの議論を通じて､機構が実施するふ化放流事業やさけ・ます研
究の課題とその対応方向を検討

課題を抽出し､研究開
発･技術普及の方向性
を検討

2

資料､養殖･種苗生産者
等からのヒアリング等
を通し情勢を分析し､
適切なさけ･ます類の
資源量を目標に掲げ､
ふ化放流体制の方向
性を検討

機構の抱える問題等を
踏まえ対応の方向性を
議論

【北海道で議論】
北海道のさけ･ます
増殖事業

北海道の主催する秋サケ
資源対策協議会における
議論等の情報共有



気候変動(周期的、温暖化)に伴う

生残率低下に関すること

分布･回遊／回帰時期等の変化等

技術的な不適合に関すること

放流時期

サイズ

遺伝的多様性等

沿岸海洋環境の把握と予測技術に

関すること

既往の調査研究、データ(耳石標識等)

に基づく作業仮説の構築

作業仮説の検証のための体制構築

北水研･機構／北海道･道総研･増協等との

連携

ふ化放流体制の調整(実験的なふ化放流へ

転換)

検証結果に基づく新技術体系の構築

民間ふ化場への普及（道県との連携のもと）

技術普及(本州を含む)

実施体制の構築

→ 国研として道県へさけ・ます資源

管理と増殖事業に関する助言を行う

対応のイメージ
【課題１】

さけ･ます資源の変動要因
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対応のイメージ
【課題２】

さけ･ます類をめぐる状況

近年の秋サケ資源の大きな変動

全体的な水産物消費の減少･低迷

中食･外食／半加工水産物消費の
相対的増加

海外の養殖さけ･ます類の生産･流通
の増加

国内でのさけ･ます類の養殖の活発化

資源管理のためのふ化放流体制の構築

持続可能な資源管理体制の検討

市場動向や環境動向を踏まえた
生産･出荷体制の検討

輸入品に対する競争力の確保

海外市場の開拓

養殖(サクラマス等)への対応

関係機関連携による技術開発／施設整備

対応のイメージ
【課題３】

個体群維持のためのふ化放流事業の制約

コスト増加と運営費交付金の継続的
削減

施設の老朽化と施設整備費補助金の
削減

中堅及び新規技術者不足による
技術継承問題

国､北海道､民間､機構の役割分担

道県研究機関との研究連携

自立／継続可能な実施体制の構築

機構の事業/施設の運用方針
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